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研究成果の概要：本研究課題では、(1) 自然災害リスクとしての地震発生確率が、不動産価格

へ与える影響の検討、(2) 地域における持ち家率の高さが、住人の周辺環境改善に対するイン

センティブを高め、犯罪リスクを引き下げるという仮説の検証、という2点に焦点を当てて分

析を行った。(1)の研究課題については、地震発生リスクの社会的コストの定量的な分析を行い、

その地域間格差を議論した。(2)の研究課題については、地域の持ち家率と犯罪発生率の間に一

定の関係があることが、暫定的な結果として得られている。 
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 地震リスクと不動産価格形成 
 
わが国における先行研究として、Nakagawa et 
al. (2006)による研究があげられる。これは、
東京都の地震ハザードマップにおける危険
度指数を地震リスクの指標として用い、借家
家賃と地震リスクの関係を分析したもので
ある。具体的には、リクルート社のISIZE住
宅情報による借家家賃を用いたヘドニック
価格関数の推定を行い、(1) 地震リスク指標
は借家家賃に負の影響を与え、(2) その影響

は耐震基準改正前（1982年の建築基準法改正
前）の物件でより顕著に見られる、といった
点を明らかにしている。同様の地震リスクの
指標を用いて、地価に与える影響を分析した
ものにNakagawa et al. (2004)がある。また、
米国を対象として同様のテーマを扱ったも
のとして、Beron et al. (1997)、Brookshire 
et al. (1985)などが挙げられる。 
 
(2) 犯罪リスクと住宅保有の相互関係 
 
本研究に比較的近い問題意識から、地域にお
ける犯罪リスクを分析したものにSampson et 
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al. (1997)がある。彼らは、シカゴにおける
個人を対象とした調査(Project on Human 
Development in Chicago Neighborhoods)を
もとに、地域住民の社会的連帯の強さ
(social cohesion)に関する指標が、地域の
犯罪発生を抑制する効果を持つことを明ら
かにしている。また、米国における犯罪被害
に関する調査(National Crime Victimiza-
tion Survey)を用いて、都市規模と犯罪発生
の関係を分析した Glaeser and Sacerdote 
(1999)では、居住する地域の持ち家率が犯罪
に遭遇する確率を引き下げるということが
報告されている。 
 
持ち家率が地域環境に与える影響について、
包括的なサーベイを行なった文献として
Haurin (2003)がある。具体的な分析はない
ものの、地域の持ち家率の高さが、住人の間
でのモニタリング活動を通じて地域の犯罪
リスクを引き下げる可能性が指摘されてい
る。 
 
２．研究の目的 
 
不動産は、それ自体立地が固定された資産で
あるために、近隣地域の属性に大きな影響を
受ける。特に米国においては、学校区の質・
環境汚染・犯罪発生率・自然災害リスクとい
った地域属性が不動産に与える影響につい
て、膨大な量の研究が蓄積されている。本研
究課題では、上記の地域属性の中でも特に地
震リスクと犯罪リスクに焦点を当てて、不動
産市場との相互関係について、次の2つの分
析を行なう。 
 
(1) 地震リスクと不動産価格形成 
不動産に対する自然災害リスクとしての地
震発生確率が、その価格形成へ与える影響を
計量経済学的に検討する。 
 
(2) 犯罪リスクと住宅保有の相互関係 
地域における持ち家率の高さが、住人の周辺
環境改善に対するインセンティブを高め、犯
罪リスクを引き下げるという仮説を計量経
済学的に検証する。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 地震リスクと不動産価格形成 
 
計画の初年度には、分析に用いる統計・資料
の収集とデータセットの構築を行った。分析
に用いる主要なデータセットとしては、慶應
義塾家計パネル調査 (KHPS) を用いた。焦点
となる地震発生リスクに関する統計は、独立
行政法人 防災科学研究所による、地震ハザー
ドマップの資料を入手し、GISソフトウェア

(ArcView9.0) を用いてKHPSへの接続を行っ
た。 
 
そのうえで、構築したデータセットを用いて、
第一の研究課題である地震発生リスクと不
動産価格形成に関する分析を行った。 
 
具体的には、Rosen (1979) および Roback 
(1982) による格差補償モデルの枠組みに、
追加的な地域アメニティー要因として地震
発生リスクを導入することで、わが国におけ
る地域別のQuality of Life Index (QOLI) の
再推計を行うとともに、地震発生リスクの社
会的コストの計測を試みた。 
 
Rosen/Robackによる格差補償モデルとそれ
による地域アメニティーの価値の計測に関
する経済学的説明は、通常次のようになされ
る。もし、家計および企業が、Tiebout的な
意味での「足による投票」行動を通じて、合
理的に立地点を選択しているならば、地域特
有の環境要因の多寡は、その地域における住
宅コストおよび賃金水準に反映されること
になる。したがって、地域特有のアメニティ
ー（ディスアメニティー）の価値は、地域間
での住宅コストおよび賃金水準の格差を観
測することで、間接的に評価可能であるとい
うものである。本研究課題での分析は、この
枠組みに沿って、自然災害リスクとしての地
震の社会的コストの計測を初めて試みたも
のである。 
 
KHPSを用いたヘドニック賃金関数および家
賃関数の推定結果からは、地震発生リスクが
地域間の QOLIの格差に大きな寄与を持つこ
とが明らかになった。これに加え、地域別で
みた地震発生リスクの社会的コストの推定
結果からは、都道府県間で社会的コストに大
きな格差が存在することも明らかになった。
図１は、推計された地震発生リスクの社会的
コストを都道府県別に集計した結果である。
結果として、地震発生リスクの社会的コスト
が最も大きい静岡県と最も小さい島根県の
比較からは、社会的コストに約４０万円/年
の格差があることが明らかになった。また、
東京・大阪・神奈川などの大都市部について
も、社会的コストが比較的大きくなっている
ことが示唆される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

図１：地震発生リスクの社会的コスト 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

 
 
完全な保険市場の下では、地域間の地震発生
リスクの格差はその価格である保険料に帰
着することになり、地域の住宅コストおよび
賃金水準には影響を与えないことが予想さ
れる。したがって、この結果は、地震保険市
場に何らかの不完全性が存在することを示
唆する。こうした不完全性は、主として我が
国の地震保険システムにおける等地区分の
粗さに起因するものと考えられ、より細分化
されたリスク評価によって、地域間の地震発
生リスクの社会的コストの均等化および全
体としてのQOLIの向上が期待される。 
 
図２：地震リスクの社会的コストと都道府県
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(2) 犯罪リスクと住宅保有の相互関係 

 

計画の第２年度には、犯罪リスクと住宅所有

の相互関係の分析に関するデータセットの構

築を行った。分析対象である地域の住宅所有

に関する指標としては、地域別持ち家率（３

次メッシュ単位）を国勢調査メッシュデータ

から構築した。一方、犯罪リスクの指標とし

ては、公刊資料である「防犯マップ」（朝日新

聞社）から得られる町丁目単位での犯罪発生

件数を利用した。そのうえで、構築したデー

タセットを用いた基礎的な分析を行い、現在

、学会での報告および投稿準備を行っている

。 
 
 

４．研究成果 
 
上記の分析結果は、日本経済学会、ヨーロッ
パ不動産学会、アジア不動産学会、全米経済
学会等で報告され、地震リスクとQuality of 
Lifeの関係について分析を行った研究論文
は Journal of Property Research (2007, 
24(4), 313-334) に掲載された。当該論文は
ヨーロッパ不動産学会賞を受賞し、これを拡
張した研究成果は、Housing: Socioeconomic, 
Availability, and Development Issuesに収
録・出版されている (Naoi, Sumita and Seko, 
2009a)。また、当該研究成果の日本語による
紹介論文は、季刊住宅土地経済に掲載予定と
なっている。 
 
これらに加え、近隣における実際の地震発生
が家計の地震リスクに対する評価に与える
影響を分析した研究（Naoi, Seko and Sumita, 
2009b）、および地震保険への加入に関する地
理的な差異を分析した研究（Naoi, Seko and 
Sumita, 2009c）をそれぞれ執筆し、現在査
読付き学術誌に投稿中である。上記の分析結
果の一部を拡張したものは、申請者の学位論
文に収録され、2007年2月に慶應義塾大学大
学院経済学研究科に提出された。 
 

一方、犯罪リスクと住宅保有の相互関係につ

いては、現在、基本的な分析結果を得ており

、今後、国内・国際学会での報告を経て、学

術論文として刊行することを目指す。 
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